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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル系重合物を主成分として含む粘着剤層を備え、
　前記アクリル系重合物は、その構成モノマー成分として極性基含有モノマーを含み、
　前記極性基含有モノマーは、前記アクリル系重合物を構成する全モノマー成分のうち１
５重量％以上の割合で含まれており、
　前記極性基含有モノマーは、窒素原子含有モノマーを５０重量％超の割合で含み、
　前記粘着剤層は、アクリル系重合成分とアクリル系オリゴマーとを含む粘着剤組成物を
用いて形成されたものであり、
　前記アクリル系重合物を構成するモノマー成分は、鎖状アルキル（メタ）アクリレート
を５０重量％以上の割合で含み、
　前記鎖状アルキル（メタ）アクリレートは、メチルアクリレート、メチルメタクリレー
ト、エチルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、イソブチルメタクリレート、ｔ－ブ
チルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、イソオクチルアクリレート、ノニ
ルアクリレートおよびイソノニルアクリレートからなる群から選択される少なくとも１種
であり、
　前記アクリル系重合成分を構成する全モノマー成分に占める窒素原子含有モノマー以外
の極性基含有モノマーの割合は１０重量％以下である、粘着シート。
【請求項２】
　前記極性基含有モノマーは、カルボキシ基含有モノマーおよび水酸基含有モノマーの少
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なくとも一方をさらに含む、請求項１に記載の粘着シート。
【請求項３】
　前記極性基含有モノマーはカルボキシ基含有モノマーを含む、請求項２に記載の粘着シ
ート。
【請求項４】
　前記アクリル系重合物は、その構成モノマー成分として、前記カルボキシ基含有モノマ
ーを５重量％未満の割合で含む、請求項３に記載の粘着シート。
【請求項５】
　前記極性基含有モノマーは、前記窒素原子含有モノマーとして窒素原子含有環を有する
モノマーを含む、請求項１～４のいずれか一項に記載の粘着シート。
【請求項６】
　前記アクリル系オリゴマーの含有量は、前記アクリル系重合成分１００重量部に対して
５重量部以下である、請求項１～５のいずれか一項に記載の粘着シート。
【請求項７】
　前記アクリル系オリゴマーの重量平均分子量は０．１×１０４～３×１０４の範囲内で
ある、請求項１～６のいずれか一項に記載の粘着シート。
【請求項８】
　携帯電子機器に用いられる、請求項１～７のいずれか一項に記載の粘着シート。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、粘着剤（感圧接着剤ともいう。以下同じ。）は室温付近の温度域において柔ら
かい固体（粘弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に被着体に接着する性質を有する。
なかでも、アクリル系ポリマーを含む粘着剤は、ポリマー分子設計の容易性や、各種特性
（耐光性、耐候性、耐油性等）に優れることから、粘着シートの形態で様々な分野におい
て接合や固定等の目的で広く利用されている。例えば、近年普及が著しい携帯電話やスマ
ートフォン等のような携帯電子機器にも好ましく利用されている。この種の粘着シートに
関する技術文献として特許文献１および２が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第４８２５９９２号公報
【特許文献２】特開２０１４－５１６４４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　例えば、携帯電子機器には、携帯という使用形態ゆえ、落下時の衝撃に対して本体の破
損や不具合が生じない特性を有することが求められる。この特性に対する要求は、耐久性
や長寿命化、安全性等の観点から年々高度化している。そのため、この種の用途に適用さ
れる粘着シートに対しても、より過酷な条件での落下衝撃でも剥がれ等の接合不良の生じ
ない性能（耐落下衝撃性）が要求されている。しかし一般に、耐落下衝撃性をさらに改善
しようとすると、粘着剤に要求される他の特性（具体的には、代表的な粘着特性の一つで
ある耐反撥性）をある程度犠牲にしなければならないため、耐落下衝撃性と耐反撥性とを
より高いレベルで両立することは困難であった。
【０００５】
　本発明は、上記の事情に鑑みて創出されたものであり、良好な耐反撥性を維持しつつ、
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耐落下衝撃性がさらに改善された粘着シートを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明によると、アクリル系重合物を主成分として含む粘着剤層を備える粘着シートが
提供される。前記アクリル系重合物は、その構成モノマー成分として極性基含有モノマー
を含む。また、前記極性基含有モノマーは、前記アクリル系重合物を構成する全モノマー
成分のうち１５重量％以上の割合で含まれている。さらに、前記極性基含有モノマーは、
窒素原子含有モノマーを４０重量％以上の割合で含む。そして、前記粘着剤層は、アクリ
ル系重合成分とアクリル系オリゴマーとを含む粘着剤組成物を用いて形成されたものであ
る。
【０００７】
　かかる構成によると、粘着剤の主成分であるアクリル系重合物は、極性基含有モノマー
単位を所定以上の割合で含むので、良好な耐反撥性を実現することができる。また、上記
アクリル系重合物は窒素原子含有モノマー単位を所定の割合で含み、かつ粘着剤にはアク
リル系オリゴマーが用いられているので、耐反撥性を高いレベルに維持しつつ耐落下衝撃
性をさらに改善することができる。
【０００８】
　ここに開示される粘着シートの好ましい一態様では、前記極性基含有モノマーは、カル
ボキシ基含有モノマーおよび水酸基含有モノマーの少なくとも一方をさらに含む。上記極
性基含有モノマーを用いることにより、耐落下衝撃性と耐反撥性とを高レベルで両立した
構成を好ましく実現することができる。なかでも、前記極性基含有モノマーはカルボキシ
基含有モノマーを含むことが好ましい。より好ましい一態様では、耐落下衝撃性向上の観
点から、前記アクリル系重合物は、その構成モノマー成分として、前記カルボキシ基含有
モノマーを５重量％未満の割合で含む。
【０００９】
　ここに開示される粘着シートの好ましい一態様では、前記極性基含有モノマーは、前記
窒素原子含有モノマーとして窒素原子含有環を有するモノマーを含む。窒素原子含有環を
有するモノマーを含む極性基含有モノマーを用いることにより、耐落下衝撃性と耐反撥性
とを高レベルで両立した構成を好ましく実現することができる。
【００１０】
　ここに開示される粘着シートの好ましい一態様では、前記アクリル系オリゴマーの含有
量は、前記アクリル系重合成分１００重量部に対して５重量部以下である。ある程度制限
された量のアクリル系オリゴマーを添加することにより、耐落下衝撃性と耐反撥性とをさ
らに改善することができる。前記アクリル系オリゴマーの重量平均分子量は０．１×１０
４～３×１０４の範囲内であることが好ましい。
【００１１】
　ここに開示される粘着シートによると、良好な耐反撥性を維持しつつ、耐落下衝撃性を
さらに改善することができる。したがって、ここに開示される粘着シートは、高レベルの
耐落下衝撃性や耐反撥性が要求される携帯電子機器に好ましく用いられる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】粘着シートの一構成例を模式的に示す断面図である。
【図２】粘着シートの他の一構成例を模式的に示す断面図である。
【図３】耐落下衝撃性を評価する際に用いる評価用サンプルを示す説明図である。
【図４】耐反撥性評価において、被着体に貼り付けられた試験片の初期状態を示す模式図
である。
【図５】耐反撥性評価において、被着体に貼り付けられた試験片の端部が該被着体から浮
き上がった状態を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
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　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。なお、本明細書において特に言及している
事項以外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄は、当該分野における従来技術に基づ
く当業者の設計事項として把握され得る。本発明は、本明細書に開示されている内容と当
該分野における技術常識とに基づいて実施することができる。
　なお、以下の図面において、同じ作用を奏する部材・部位には同じ符号を付して説明す
ることがあり、重複する説明は省略または簡略化することがある。また、図面に記載の実
施形態は、本発明を明瞭に説明するために模式化されており、製品として実際に提供され
る本発明の粘着シートのサイズや縮尺を必ずしも正確に表したものではない。
【００１４】
　本明細書において「粘着剤」とは、前述のように、室温付近の温度域において柔らかい
固体（粘弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に被着体に接着する性質を有する材料を
いう。ここでいう粘着剤は、「C. A. Dahlquist, “Adhesion : Fundamental and Practi
ce”, McLaren & Sons, (1966) P. 143」に定義されているとおり、一般的に、複素引張
弾性率Ｅ＊（１Ｈｚ）＜１０７ｄｙｎｅ／ｃｍ２を満たす性質を有する材料（典型的には
、２５℃において上記性質を有する材料）である。
【００１５】
　本明細書において「（メタ）アクリロイル」とは、アクリロイルおよびメタクリロイル
を包括的に指す意味である。同様に、「（メタ）アクリレート」とはアクリレートおよび
メタクリレートを、「（メタ）アクリル」とはアクリルおよびメタクリルを、それぞれ包
括的に指す意味である。また、本明細書において「アクリル系モノマー」とは、１分子中
に少なくとも１つの（メタ）アクリロイル基を有するモノマーをいう。また、「アクリル
系重合物」とは、該重合物を構成するモノマー単位（構成モノマー成分）としてアクリル
系モノマーを含む重合物をいう。すなわち、アクリル系モノマーに由来するモノマー単位
を含む重合物をいう。
【００１６】
　本明細書において「主成分」とは、特記しない場合、最も大きい割合で含まれる成分の
ことをいい、典型的には５０重量％を超えて含まれる成分を指す。例えば、「アクリル系
重合物を主成分として含む粘着剤層」とは、当該粘着剤層に含まれる全成分のなかで、ア
クリル系重合物が最も大きい割合で含まれていることを意味し、典型的には、アクリル系
重合物を５０重量％以上の割合で含む粘着剤層を指す。同様に、「全モノマー成分（典型
的にモノマー混合物）の主成分がアルキル（メタ）アクリレートである」とは、全モノマ
ー成分のなかで、最も大きい割合で含まれる成分（例えば５０重量％を超える割合で含ま
れる成分）がアルキル（メタ）アクリレートであることを意味する。
【００１７】
　本明細書において「活性エネルギー線」とは、重合反応、架橋反応、開始剤の分解等の
化学反応を引き起こし得るエネルギーをもったエネルギー線を指す。ここでいう活性エネ
ルギー線の例には、紫外線（ＵＶ）、可視光線、赤外線のような光や、α線、β線、γ線
、電子線、中性子線、Ｘ線のような放射線等が含まれる。
【００１８】
　＜粘着シートの構成＞
　ここに開示される粘着シートは粘着剤層を備える。この粘着剤層は、典型的には粘着シ
ートの少なくとも一方の表面（例えば両面）を構成している。粘着シートは、上記粘着剤
層を基材（支持体）の片面または両面に有する形態の基材付き粘着シートであってもよく
、上記粘着剤層が剥離ライナー（剥離面を備える基材としても把握され得る。）に保持さ
れた形態等の基材レスの粘着シートであってもよい。この場合、粘着シートは粘着剤層の
みからなるものであり得る。ここでいう粘着シートの概念には、粘着テープ、粘着ラベル
、粘着フィルム等と称されるものが包含される。本明細書により提供される粘着シートは
、ロール状であってもよく、枚葉状であってもよい。あるいは、さらに種々の形状に加工
された形態の粘着シートであってもよい。
【００１９】
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　図１、図２は、基材レスの両面接着性粘着シートの構成例である。図１に示す粘着シー
ト１は、基材レスの粘着剤層２１の両面２１Ａ，２１Ｂが、少なくとも該粘着剤層側が剥
離面となっている剥離ライナー３１，３２によってそれぞれ保護された構成を有する。図
２に示す粘着シート２は、基材レスの粘着剤層２１の一方の表面（密着面）２１Ａが、両
面が剥離面となっている剥離ライナー３１により保護された構成を有し、これを巻回する
と、粘着剤層２１の他方の表面（密着面）２１Ｂが剥離ライナー３１の背面に当接するこ
とにより、他面２１Ｂもまた剥離ライナー３１で保護された構成とできるようになってい
る。
【００２０】
　＜粘着剤組成物＞
　（アクリル系重合成分）
　ここに開示される粘着剤層を形成するために用いられる粘着剤組成物は、アクリル系重
合成分（polymerizing component）を含有する。アクリル系重合成分は、アクリル系モノ
マーを含むモノマー成分の未反応物（未重合物、すなわちモノマー成分）および反応生成
物（部分重合物および完全重合物）を包含する概念であり、上記モノマー成分を、例えば
部分的にまたは完全に重合することによって得られる。
【００２１】
　アクリル系重合成分を構成するモノマー成分としては、鎖状アルキル（メタ）アクリレ
ートが挙げられる。鎖状アルキル（メタ）アクリレートとしては、下記式（１）で表わさ
れる鎖状アルキル（メタ）アクリレートの１種または２種以上を用いることができる。
　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＯＲ２　　　　（１）
　上記式（１）において、Ｒ１は、水素原子またはメチル基である。また、Ｒ２は鎖状ア
ルキル基であり、典型的には炭素原子数１～２０の鎖状アルキル基（以下「Ｃ１－２０」
のように略記する場合がある。）である。粘着剤の貯蔵弾性率等の観点から、Ｒ２がＣ１

－１４（例えばＣ１－１２、典型的にはＣ１－１０）である鎖状アルキル（メタ）アクリ
レートを好ましく使用し得る。上記アルキル基は直鎖状または分岐状であり得る。好まし
く用いられる鎖状アルキル（メタ）アクリレートの具体例としては、メチルアクリレート
、メチルメタクリレート（ＭＭＡ）、エチルアクリレート（ＥＡ）、ｎ－ブチルアクリレ
ート（ＢＡ）、イソブチルメタクリレート（ＩＢＭＡ）、ｔ－ブチルアクリレート（ｔ－
ＢＡ）、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）、イソオクチルアクリレート（Ｉ
ＯＡ）、ノニルアクリレート（ＮＡ）、イソノニルアクリレート（ＩＮＡ）、ラウリルア
クリレート（ＬＡ）、ラウリルメタクリレート（ＬＭＡ）等が挙げられる。
【００２２】
　粘着特性（特に、耐落下衝撃性と他の粘着特性との両立）の観点から、上記式（１）に
おいてＲ２がＣ４－１２（例えばＣ６－１０、典型的にはＣ６－８）である鎖状アルキル
（メタ）アクリレート（典型的にはアルキルアクリレート）を好ましく使用し得る。上記
鎖状アルキル（メタ）アクリレートの好適例としては、ＢＡ、ＩＢＭＡ、ｔ－ＢＡ、２Ｅ
ＨＡ、ＩＯＡ、ＬＡ、ＬＭＡが挙げられる。なかでも、２ＥＨＡが特に好ましい。
【００２３】
　上記式（１）においてＲ２がＣ４－１２である鎖状アルキル（メタ）アクリレートは、
上記アクリル系重合成分の構成モノマー成分として含まれる全鎖状アルキル（メタ）アク
リレートのうち、５０重量％超（例えば７０重量％以上、典型的には８０重量％以上）を
占めることが好ましい。また、その上限は、上記全鎖状アルキル（メタ）アクリレートに
おいて典型的には１００重量％以下（例えば９５重量％以下）であり得る。
【００２４】
　アクリル系重合成分に含まれる鎖状アルキル（メタ）アクリレートは、良好な粘着特性
を実現する観点から、アクリル系重合成分を構成するモノマー成分の主成分であることが
適当であり、上記モノマー成分（全モノマー成分）の凡そ５０重量％以上を占めることが
好ましく、凡そ６０重量％以上（例えば７０重量％以上、典型的には７５重量％以上）の
割合で含まれることがより好ましい。鎖状アルキル（メタ）アクリレートの含有量の上限
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は、後述の極性基含有モノマーの効果を充分に発現する観点から、凡そ９０重量％以下（
例えば８５重量％以下、典型的には８０重量％以下）とすることが適当である。
【００２５】
　好ましい一態様では、アクリル系重合成分は、その構成モノマー成分として極性基含有
モノマーを含む。換言すると、上記アクリル系重合成分には、極性基含有モノマーが共重
合され得る。極性基含有モノマーが含まれることにより、粘着剤層の凝集力は向上する。
ここに開示される極性基含有モノマーは、典型的には窒素原子含有モノマー（以下「Ｎ含
有モノマー」ともいう。）を含む。
【００２６】
　Ｎ含有モノマーとしては、例えば、窒素原子（Ｎ）含有環を有するモノマー、アミノ基
含有モノマー、アミド基含有モノマー、シアノ基含有モノマー、イミド基含有モノマー、
イソシアネート基含有モノマーが挙げられる。
　Ｎ含有環（典型的にはＮ含有複素環）を有するモノマーとしては、例えばＮ－ビニル－
２－ピロリドン（ＮＶＰ）、Ｎ－メチルビニルピロリドン、Ｎ－ビニルピリジン、Ｎ－ビ
ニルピペリドン、Ｎ－ビニルピリミジン、Ｎ－ビニルピペラジン、Ｎ－ビニルピラジン、
Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルオキサゾール、２－ビニル－
２－オキサゾリン、２－ビニル－５－メチル－２－オキサゾリン、２－イソプロペニル－
２－オキサゾリン、Ｎ－ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、Ｎ－（メタ）ア
クリロイルモルホリン等が挙げられる。
　アミノ基含有モノマーとしては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチル（メタ）アクリレート
、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル
（メタ）アクリレート等のＮ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキル（メタ）アクリレート；Ｎ
－メチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ－エチルアミノエチル（メタ）アクリレ
ート等のＮ－アルキルアミノアルキル（メタ）アクリレート；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ（
メタ）アクリレート等のＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ（メタ）アクリレート；Ｎ－メチルア
ミノ（メタ）アクリレート等のＮ－アルキルアミノ（メタ）アクリレート；アミノメチル
（メタ）アクリレート等のアミノアルキル（メタ）アクリレート；アミノ（メタ）アクリ
レート；等が挙げられる。
　アミド基含有モノマーとしては、例えば（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（
メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプロパン（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル
（メタ）アクリルアミド、ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。
　シアノ基含有モノマーとしては、例えばアクリロニトリル、メタクリロニトリルが挙げ
られる。
　イミド基含有モノマーとしては、例えばＮ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－フェニル
マレイミド等のマレイミド系モノマー；Ｎ－メチルイタコンイミド等のイタコンイミド系
モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロキシメチレンスクシンイミド等のスクシンイミド系モノ
マー；等が挙げられる。
　イソシアネート基含有モノマーとしては、例えば（メタ）アクリロイルイソシアネート
、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルイソシアネートが挙げられる。
　これらは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。なかでも、
Ｎ含有環を有するモノマー（典型的にはＮＶＰ、Ｎ－アクリロイルモルホリン（ＡＣＭＯ
））、アミノ基含有モノマー（典型的にはＮ，Ｎ－ジメチルアミノメチル（メタ）アクリ
レート）、アミド基含有モノマー（典型的には、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド（ＤＥ
ＡＡ）、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アクリルアミド（ＨＥＡＡ））が好ましい。
【００２７】
　極性基含有モノマーは、Ｎ含有モノマー以外の極性基含有モノマー（その他の極性基含
有モノマー）の１種または２種以上を含み得る。その他の極性基含有モノマーとしては、
例えば下記のものが挙げられる。
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　カルボキシ基含有モノマー：例えばアクリル酸（ＡＡ）、メタクリル酸（ＭＡＡ）、ク
ロトン酸等のエチレン性不飽和モノカルボン酸；マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸
等のエチレン性不飽和ジカルボン酸およびその無水物（無水マレイン酸、無水イタコン酸
等）。
　水酸基含有モノマー：例えば２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロ
キシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４
－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート
類；ビニルアルコール、アリルアルコール等の不飽和アルコール類。
　スルホン酸基含有モノマー：例えばスチレンスルホン酸、アリルスルホン酸、２－（メ
タ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプロパン
スルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロイルオキシナフタ
レンスルホン酸。
　リン酸基含有モノマー：例えば２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェート。
　アジリジン基含有モノマー：例えば（メタ）アクリロイルアジリジン、２－アジリジニ
ルエチル（メタ）アクリレート。
　エポキシ基含有モノマー：例えばグリシジル（メタ）アクリレート、メチルグリシジル
（メタ）アクリレート、アリルグリシジルエーテル。
　ケト基含有モノマー：例えばジアセトン（メタ）アクリルアミド、ジアセトン（メタ）
アクリレート、ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、アリルアセトアセテート、ビ
ニルアセトアセテート。
　アルコキシ基含有モノマー：例えばメトキシエチル（メタ）アクリレート、エトキシエ
チル（メタ）アクリレート、プロポキシエチル（メタ）アクリレート、ブトキシエチル（
メタ）アクリレート、エトキシプロピル（メタ）アクリレート。
　アルコキシシリル基含有モノマー：例えば３－（メタ）アクリロキシプロピルトリメト
キシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－（メタ）アク
リロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルメチルジ
エトキシシラン。
　ビニル基を重合したモノマー末端にラジカル重合性ビニル基を有するマクロモノマー。
【００２８】
　アクリル系重合成分を構成する極性基含有モノマーとしてＮ含有モノマーを用いる場合
、アクリル系重合成分を構成する全モノマー成分に占めるＮ含有モノマーの割合は、凡そ
５重量％以上（例えば１０重量％以上、典型的には１５重量％以上）であることが好まし
い。これにより、耐落下衝撃性と耐反撥性とを高レベルで両立する傾向が高まる。また、
後述のアクリル系オリゴマーの組成に対応して、Ｎ含有モノマー（例えばＮ含有環を有す
るモノマー）の種類や使用比率を選定することにより、アクリル系オリゴマーとの相溶性
が向上し得る。同様の観点から、アクリル系重合成分を構成する全モノマー成分に占める
Ｎ含有モノマーの割合の上限は、凡そ５０重量％未満（例えば３０重量％以下、典型的に
は２５重量％以下）とすることが適当である。
【００２９】
　アクリル系重合成分を構成する極性基含有モノマーとして、その他の極性基含有モノマ
ーを用いる場合には、アクリル系重合成分を構成する全モノマー成分に占めるその他の極
性基含有モノマーの割合は、その他の極性基含有モノマーの効果を良好に発現させる観点
から、凡そ０．１重量％以上（例えば１重量％以上、典型的には２重量％以上）であるこ
とが好ましい。また上記その他の極性基含有モノマーの割合の上限は、凡そ３０重量％以
下（例えば１０重量％以下、典型的には５重量％以下）とすることが適当である。その他
の極性基含有モノマーとしては、カルボキシ基含有モノマー（例えばＡＡ、ＭＡＡ）や水
酸基含有モノマー（例えば２－ヒドロキシエチルアクリレート（ＨＥＡ）、４－ヒドロキ
シブチルアクリレート（４ＨＢＡ））が好ましい。
【００３０】
　アクリル系重合成分にカルボキシ基含有モノマーが共重合される場合には、アクリル系
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重合成分を構成する全モノマー成分に占めるカルボキシ基含有モノマーの割合は、耐落下
衝撃性改善の観点から、５重量％以下とすることが適当であり、好ましくは５重量％未満
（例えば４重量％未満、典型的には３重量％未満）であり、より好ましくは２．５重量％
以下（典型的には２重量％以下）である。また耐反撥性保持の観点から、上記カルボキシ
基含有モノマーの割合は、０．５重量％以上（例えば１重量％以上、典型的には１．５重
量％以上）であることが好ましい。
【００３１】
　アクリル系重合成分は、ガラス転移温度（Ｔｇ）の調整や凝集力の向上等の目的で、そ
の構成モノマー成分として、上記鎖状アクリル（メタ）アクリレート、極性基含有モノマ
ーとは異なるその他の共重合性モノマーを含んでもよい。そのようなその他の共重合性モ
ノマーとしては、例えば、シクロペンチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ
）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アク
リレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート等の脂環式炭化水素基含有（メタ）
アクリレート；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、ピバリン酸ビニル、シク
ロヘキサンカルボン酸ビニル、安息香酸ビニル等のカルボン酸ビニルエステル；スチレン
、置換スチレン（α－メチルスチレン等）、ビニルトルエン等の芳香族ビニル化合物；ア
リール（メタ）アクリレート、アリールオキシアルキル（メタ）アクリレート、アリール
アルキル（メタ）アクリレート等の芳香族性環含有（メタ）アクリレート；エチレン、プ
ロピレン、イソプレン、ブタジエン、イソブチレン等のオレフィン系モノマー；塩化ビニ
ル、塩化ビニリデン等の塩素含有モノマー；メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテ
ル等のビニルエーテル系モノマー；等の１種または２種以上を用いることができる。
【００３２】
　アクリル系重合成分が、その構成モノマー成分としてその他の共重合性モノマーを含む
場合には、その含有量は、アクリル系重合成分を構成する全モノマー成分のうち２０重量
％以下（例えば１０重量％以下、典型的には５重量％以下）とすることが適当である。こ
こに開示されるアクリル系重合成分は、その構成単位として、上記その他の共重合性モノ
マーを実質的に含まないものであってもよい。
【００３３】
　好ましい一態様において、アクリル系重合成分は、上述のモノマー成分を少なくとも部
分的に重合することにより調製することができる。上記モノマー成分の重合方法は特に限
定されず、従来公知の各種重合方法を適宜採用することができる。例えば、溶液重合、エ
マルション重合、塊状重合等の熱重合（典型的には、熱重合開始剤の存在下で行われる。
）；ＵＶ等の光を照射して行う光重合（典型的には、光重合開始剤の存在下で行われる。
）や、β線、γ線等の放射線を照射して行う放射線重合等の活性エネルギー線照射重合を
適宜採用することができる。なかでも、活性エネルギー線照射重合（特に光重合）が好ま
しい。
【００３４】
　重合の態様は特に限定されず、従来公知のモノマー供給方法、重合条件（温度、時間、
圧力、活性エネルギー線照射量等）、モノマー以外の使用材料（重合開始剤、界面活性剤
等）等を適宜選択して行うことができる。例えば、モノマー供給方法としては、全モノマ
ー成分を一度に反応容器に供給（一括供給）してもよく、徐々に滴下して供給（連続供給
）してもよく、何回分かに分割して所定時間ごとに各分量を供給（分割供給）してもよい
。モノマー成分は、一部または全部を、溶媒に溶解させた溶液もしくは水に乳化させた分
散液として供給してもよい。
【００３５】
　上記モノマー成分の重合にあたっては、重合方法や重合態様等に応じて、公知または慣
用の重合開始剤の１種または２種以上を適宜選択して使用することができる。
【００３６】
　熱重合用の開始剤としては、特に限定されるものではないが、例えばアゾビスイソブチ
ロニトリル（ＡＩＢＮ）等のアゾ系重合開始剤、過酸化物系開始剤、過酸化物と還元剤と
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の組合せによるレドックス系開始剤、置換エタン系開始剤等を使用することができる。熱
重合は、例えば２０～１００℃（典型的には４０～８０℃）程度の温度で好ましく実施さ
れ得る。
【００３７】
　活性エネルギー線照射重合（典型的には光重合）には、各種の光重合開始剤を使用する
ことができる。光重合開始剤としては、特に限定されるものではないが、例えば２，２－
ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン（商品名「イルガキュア６５１」等）
等のケタール系光重合開始剤；１－ヒドロキシシクロヘキシル－フェニル－ケトン（商品
名「イルガキュア１８４」等）、１－［４－(２－ヒドロキシエトキシ)－フェニル］－２
－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン（商品名「イルガキュア２９５９」
等）、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン（商品名「ダロ
キュア１１７３」等）等のアセトフェノン系光重合開始剤；ベンゾインメチルエーテル等
のベンゾインエーテル、アニソールメチルエーテル等の置換ベンゾインエーテル等のベン
ゾインエーテル系光重合開始剤；ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホ
スフィンオキシド（商品名「イルガキュア８１９」等）、２，４，６－トリメチルベンゾ
イルジフェニルホスフィンオキシド（商品名「ルシリンＴＰＯ」等）等のアシルホスフィ
ンオキサイド系光重合開始剤；２－メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノン、１－［４
－（２－ヒドロキシエチル）フェニル］－２－メチルプロパン－１－オン等のα－ケトー
ル系光重合開始剤；２－ナフタレンスルホニルクロライド等の芳香族スルホニルクロリド
系光重合開始剤；１－フェニル－１，１－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニ
ル）－オキシム等の光活性オキシム系光重合開始剤；ベンゾイン等のベンゾイン系光重合
開始剤；ベンジル等のベンジル系光重合開始剤；ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸等
のベンゾフェノン系光重合開始剤；チオキサントン、２－クロロチオキサントン等のチオ
キサントン系光重合開始剤；が挙げられる（上記商品はいずれもＢＡＳＦ社より入手可能
）。
【００３８】
　このような熱重合開始剤または光重合開始剤の使用量は、重合方法や重合態様等に応じ
た使用量とすることができ、特に限定されない。例えば、上記アクリル系重合成分の構成
モノマー成分１００重量部に対して開始剤０．００１～５重量部（典型的には０．０１～
２重量部、例えば０．０１～１重量部）とすることができる。
【００３９】
　アクリル系重合成分におけるモノマーの重合転化率（モノマーコンバーション）は特に
制限されない。したがって、上記アクリル系重合成分は、未反応（未重合）のモノマーを
含んでもよく、実質的に含まなくてもよい。ここで、未反応のモノマーを実質的に含まな
いとは、未反応モノマーの含有割合がアクリル系重合成分の１重量％未満（典型的には０
．１重量％未満）であることをいう。また、上記アクリル系重合成分は、該重合成分を得
るための重合の際に用いられたモノマー以外の材料（例えば重合開始剤、溶媒、分散媒等
）を含んでもよい。
【００４０】
　好ましい一態様において、アクリル系重合成分は、モノマー成分を部分的に重合した部
分重合物であり得る。ここで「部分重合物」とは、その構成モノマー成分が部分的に重合
された重合反応物をいう。このような部分重合物は、典型的には、モノマー成分の一部か
ら形成された重合物と未反応のモノマーとが混在するシロップ状（粘性のある液状）を呈
する。以下、このような性状の部分重合物を「ポリマーシロップ」または単に「シロップ
」ということがある。
【００４１】
　このような部分重合物におけるモノマー成分の重合転化率は、凡そ７０重量％以下とす
ることが適当であり、６０重量％以下とすることが好ましい。粘着剤組成物の調製容易性
や塗工性等の観点から、上記重合転化率は、５０重量％以下（例えば４０重量％以下、典
型的には３０重量％以下）がより好ましい。重合転化率の下限は特に制限されないが、１
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重量％以上とすることが適当であり、粘着性能等の観点から、好ましくは５重量％以上（
例えば１０重量％以上）である。
【００４２】
　アクリル系重合成分（重合反応物）の重合転化率は、以下の方法で求められる。
　　［重合転化率測定］
　重合反応物から約０．５ｇのサンプルを採取して精秤する（重量Ｗp1）。次いで、該サ
ンプルを１３０℃に２時間加熱することにより未反応モノマーを揮発させ、その加熱後に
残ったサンプルの重量を精秤する（重量Ｗp2）。重合転化率は、各値を以下の式に代入す
ることにより求められる。
　　重合転化率［％］＝（Ｗp2／Ｗp1）×１００
【００４３】
　モノマー成分を部分的に重合する際の重合方法は特に制限されないが、効率および簡便
性の観点から、活性エネルギー線照射重合法（例えば光重合法）を好ましく採用し得る。
例えば光重合によると、光の照射量（光量）等の重合条件によって、上記モノマー成分の
重合転化率を制御することができる。
【００４４】
　上記部分重合物を含む粘着剤組成物は、モノマー成分の一部から形成された重合物を未
反応モノマー中に含む形態（典型的には、上記重合物が未反応モノマーに溶解した形態）
であるので、溶媒または分散媒によって希釈されなくても、常温で塗工可能な粘度を有す
るものであり得る。したがって、溶媒を実質的に含まない粘着剤組成物（無溶剤型粘着剤
組成物）として好適である。このような無溶剤型粘着剤組成物は、光照射や放射線照射等
の適切な硬化手段（重合手段）を適用することによって粘着剤層を形成することができる
。無溶剤型の粘着剤組成物は、有機溶媒を実質的に含まないので、環境衛生上好ましく、
また粘着剤組成物の乾燥設備や有機溶媒の回収設備を必要とせず、あるいは上記設備を小
型化または簡略化し得るという点でも有利である。なお、粘着剤組成物が溶媒を実質的に
含まないとは、粘着剤組成物のうち溶媒の含有割合が５重量％以下（典型的には２重量％
以下、好ましくは１重量％以下）であることをいう。
【００４５】
　好ましい一態様では、粘着剤組成物は、アクリル系重合成分として、上記重合物（例え
ば部分重合物）に加えて、追加モノマー成分を含む。追加モノマー成分は、上記重合物を
得た後に、該重合物に対して添加され得る。
【００４６】
　追加モノマー成分は、上記で例示した鎖状アルキル（メタ）アクリレート、極性基含有
モノマー（Ｎ含有モノマー、カルボキシ基含有モノマー、水酸基含有モノマー等）、その
他の共重合性モノマーのいずれであってもよい。上記追加モノマー成分としては、上記で
例示した各種モノマーの１種または２種以上を用いることができる。なかでも、極性基含
有モノマーが好ましく、カルボキシ基含有モノマー（典型的にはＡＡ）がより好ましい。
【００４７】
　追加モノマー成分を用いる場合には、粘着剤組成物における追加モノマー成分の含有量
は、当該追加モノマー成分の作用（例えば極性基含有モノマーの場合は凝集性等）や塗工
性等を考慮して、アクリル系重合成分の総量の凡そ０．１～１０重量％（例えば０．５～
５重量％、典型的には１～３重量％）とすることが好ましい。
【００４８】
　また、粘着剤組成物は、その他の共重合性モノマーとして、架橋等を目的として多官能
モノマーを含むことが好ましい。そのような多官能モノマーとしては、例えば１，６－ヘ
キサンジオールジ（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、
プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコール
ジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性トリメチロールプロパン
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トリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタ
エリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）ア
クリレート等の、１分子中に２以上（典型的には３以上）の重合性官能基（典型的には（
メタ）アクリロイル基）を有するモノマーが挙げられる。これらは１種を単独でまたは２
種以上を組み合わせて用いることができる。
【００４９】
　ここに開示される粘着剤組成物が多官能モノマーを含む場合には、その含有量は、アク
リル系重合成分を構成する全モノマー成分のうち０．０１～１重量％（例えば０．０２～
１重量％、典型的には０．０５～０．５重量％）とすることが好ましい。
【００５０】
　多官能モノマーは、アクリル系重合成分の例えば部分重合前に粘着剤組成物に添加され
てもよく、当該重合後（少なくとも部分的な重合後）に添加されてもよい。アクリル系重
合物（例えば部分重合物）を形成した後に多官能モノマーを添加する場合、粘着剤組成物
は、当該添加後に反応（典型的には架橋反応）するような処理に供される。多官能モノマ
ーを使用する一態様では、凝集性を確実に高める観点から、アクリル系重合成分の部分重
合物を形成した後に、多官能モノマーが添加された粘着剤組成物が好ましく用いられる。
【００５１】
　アクリル系重合成分として部分重合物を含む粘着剤組成物（例えば無溶剤型粘着剤組成
物）は、例えば、上記モノマー成分を適当な重合方法により部分的に重合して得られた部
分重合物と、後述のアクリル系オリゴマー、必要に応じて用いられる他の成分（例えば、
未反応のモノマーや、上記光重合開始剤、追加モノマー、多官能モノマー、後述の粘着付
与剤、架橋剤等）とを混合することによって調製することができる。
【００５２】
　他の一態様では、アクリル系重合成分は、重合転化率９５重量％超（典型的には９９重
量％超）の完全重合物であり得る。このようなアクリル系重合成分の完全重合物を含む粘
着剤組成物は、未反応モノマーを実質的に含まないことが好ましい。例えば、未反応モノ
マーの含有割合が１重量％未満（典型的には０．５重量％未満）であることが好ましい。
アクリル系重合成分が完全重合物である場合、その重量平均分子量（Ｍｗ）は、粘着剤組
成物の調製容易性や塗工性等の観点から、２０×１０４～２００×１０４（例えば３０×
１０４～１５０×１０４）程度であり得る。本明細書において、重合物（部分重合物およ
び完全重合物を包含する。）のＭｗは、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ
）により測定することができる。より具体的には、例えばＧＰＣ測定装置として商品名「
ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ」（東ソー社製）を用い、上記重合物をサンプルとして、標準ポ
リスチレン換算値として算出することができる。なお、部分重合物中に含まれ得る未反応
のモノマーは、上記ＧＰＣ測定から求められるＭｗの値にはほとんど影響しないことが留
意される。
【００５３】
　上記完全重合物は、例えば、溶剤型粘着剤組成物、水分散型粘着剤組成物（典型的には
エマルション状の粘着剤組成物）等のように、粘着成分が溶媒で適度な粘度に希釈（溶解
または分散）された形態の粘着剤組成物に好ましく適用することができる。上記粘着剤組
成物は、比較的高分子量の完全重合物を含むことにより、該組成物を乾燥させる等の簡便
な硬化処理により高性能の粘着剤層を形成することができる。
【００５４】
　溶剤型の粘着剤組成物は、例えばアクリル系重合成分の構成モノマー成分に対応する組
成のモノマー成分を溶液重合に供することにより調製し得る。重合溶媒としては、酢酸エ
チル、トルエン、ヘキサン、これらの混合溶媒等の、アクリル系ポリマーの溶液重合にお
いて従来公知の各種有機溶媒を用いることができる。溶液重合の態様は特に限定されず、
従来公知の態様を適宜採用すればよい。重合開始剤の種類や使用量については概ね上述の
とおりである。また、溶液重合以外の重合方法によって得られた重合反応物を適当な有機
溶媒に溶解させることによって溶剤型の粘着剤組成物を調製してもよい。
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【００５５】
　エマルション状の粘着剤組成物は、例えばアクリル系重合成分の構成モノマー成分に対
応する組成のモノマー成分をエマルション重合に供することにより調製し得る。エマルシ
ョン重合の態様は特に限定されず、従来公知の態様を適宜採用すればよい。重合開始剤の
種類や使用量については概ね上述のとおりである。また、エマルション重合以外の重合方
法によって得られた重合反応物を水性溶媒（典型的には水）に、典型的には適当な乳化剤
の存在下で乳化させることによってエマルション状の粘着剤組成物を調製してもよい。
【００５６】
　アクリル系重合成分の全構成モノマー成分の組成は、その完全重合物のＴｇが－６０℃
以上－１０℃以下となるように設定され得る。耐落下衝撃性や耐反撥性の観点から、アク
リル系重合成分の全構成モノマー成分の組成から算出されるＴｇは、－１５℃以下（例え
ば－２０℃以下、典型的には－２５℃以下）であることが好ましい。また粘着剤の凝集性
の観点から、上記Ｔｇは－６０℃以上（例えば－５５℃以上）とすることが適当である。
好ましい一態様では、上記全構成モノマー成分の組成から算出されるＴｇは、－６０℃～
－３０℃（典型的には－５５℃～－３５℃）であり得る。
【００５７】
　ここで、上記Ｔｇとは、アクリル系重合成分を構成する各モノマーの単独重合体（ホモ
ポリマー）のＴｇおよび該モノマーの重量分率（重量基準の共重合割合）に基づいてフォ
ックス（Ｆｏｘ）の式から求められる値をいう。したがって、当該Ｔｇは、その構成モノ
マー成分の組成を適宜変えることにより調整することができる。ホモポリマーのＴｇとし
ては、公知資料に記載の値を採用するものとする。
【００５８】
　ここに開示される技術では、上記ホモポリマーのＴｇとして、具体的には以下の値を用
いるものとする。
　　　　２－エチルヘキシルアクリレート　　　　　　　－７０℃
　　　　メチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　１０５℃
　　　　ジシクロペンタニルメタクリレート　　　　　　１７５℃
　　　　Ｎ－ビニル－２－ピロリドン　　　　　　　　　　５４℃
　　　　２－ヒドロキシエチルアクリレート　　　　　　－１５℃
　　　　Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アクリルアミド　　９８℃
　　　　２－メトキシエチルアクリレート　　　　　　　－５０℃
　　　　１，６－ヘキサンジオールジアクリレート　　　　４３℃
　　　　アクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　１０６℃
　上記で例示した以外のホモポリマーのＴｇについては、「Polymer Handbook」（第３版
、John Wiley & Sons, Inc., 1989）に記載の数値を用いるものとする。上記Polymer Han
dbookにも記載されていない場合には、特開２００７－５１２７１号公報に記載の測定方
法により得られる値を用いるものとする。
【００５９】
　（アクリル系オリゴマー）
　ここに開示される粘着剤組成物は、アクリル系オリゴマーを含む。アクリル系オリゴマ
ーを採用することによって、耐落下衝撃性と反撥性とをバランスよく改善することができ
る。また、アクリル系オリゴマーは、粘着剤組成物を活性エネルギー線照射（例えばＵＶ
照射）により硬化させる場合に、一般的なアクリル系粘着剤用の粘着付与樹脂（例えばロ
ジン系やテルペン系等の粘着付与樹脂）に比べて硬化阻害（例えば、未反応モノマーの重
合阻害）を起こしにくいという利点を有する。なお、アクリル系オリゴマーは、その構成
モノマー成分としてアクリル系モノマーを含む重合体であり、上記アクリル系重合成分か
ら形成されるアクリル系ポリマーよりもＭｗの小さい重合体として定義される。
【００６０】
　アクリル系オリゴマーを構成する全モノマー成分に占めるアクリル系モノマーの割合は
、典型的には５０重量％超であり、好ましくは６０重量％以上であり、より好ましくは７
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０重量％以上（例えば８０重量％以上、さらには９０重量％以上）である。好ましい一態
様では、アクリル系オリゴマーは、実質的にアクリル系モノマーのみからなるモノマー組
成を有する。
【００６１】
　アクリル系オリゴマーの構成モノマー成分としては、上記アクリル系重合成分に利用さ
れ得るモノマーとして例示した鎖状アルキル（メタ）アクリレート、極性基含有モノマー
、その他の共重合性モノマー（例えば脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリレート）を用
いることができる。アクリル系オリゴマーを構成するモノマー成分としては、上記で例示
した各種モノマーの１種または２種以上を用いることができる。
【００６２】
　アクリル系オリゴマーの構成モノマー成分として用いられ得る鎖状アルキル（メタ）ア
クリレートとしては、上記式（１）においてＲ２がＣ１－１２（例えばＣ１－８）である
鎖状アルキル（メタ）アクリレートが好ましく使用される。その好適例としては、ＭＭＡ
、ＥＡ、ＢＡ、ＩＢＭＡ、ｔ－ＢＡ、２ＥＨＡが挙げられる。なかでもＭＭＡがより好ま
しい。
【００６３】
　アクリル系オリゴマーの構成モノマー成分として用いられ得る極性基含有モノマーの好
適例としては、ＮＶＰ、ＡＣＭＯ等のＮ含有環（典型的にはＮ含有複素環）を有するモノ
マー；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のアミノ基含有モノマー；
Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド等のアミド基含有モノマー；ＡＡ、ＭＡＡ等の
カルボキシ基含有モノマー；ＨＥＡ等の水酸基含有モノマー；が挙げられる。
【００６４】
　アクリル系オリゴマーの構成モノマー成分として用いられ得るその他の共重合性モノマ
ーの好適例としては、上記で例示した脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリレートの１種
または２種以上が挙げられる。脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリレートの脂環式炭化
水素基の炭素原子数は４～２０とすることが適当である。上記炭素原子数は、好ましくは
５以上（例えば６以上、典型的には８以上）であり、また好ましくは１６以下（例えば１
２以下、典型的には１０以下）である。具体的には、シクロヘキシル（メタ）アクリレー
ト、イソボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、ジ
シクロペンタニル（メタ）アクリレートがより好ましく、ジシクロペンタニルメタクリレ
ート（ＤＣＰＭＡ）が特に好ましい。
【００６５】
　好ましい一態様では、アクリル系オリゴマーは、その構成モノマー成分として鎖状アル
キル（メタ）アクリレートおよび／または脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリレートを
含む。この態様において、上記アクリル系オリゴマーを構成する全モノマー成分に占める
上記鎖状アルキル基含有および脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリル酸エステルの割合
は、凡そ８０重量％以上（例えば９０～１００重量％、典型的には９５～１００重量％）
とすることが好ましい。上記アクリル系オリゴマーを構成するモノマー成分は、実質的に
鎖状アルキル（メタ）アクリレートおよび／または脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリ
レートからなることがより好ましい。
【００６６】
　アクリル系オリゴマーは、その構成モノマー成分として、脂環式炭化水素基含有（メタ
）アクリレートを含むことが好ましい。この態様において、上記アクリル系オリゴマーを
構成する全モノマー成分に占める上記脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリレートの割合
（すなわち共重合割合）は、粘着性や凝集性の観点から、凡そ３０～９０重量％（例えば
５０～８０重量％、典型的には５５～７０重量％）とすることが好ましい。また、構成モ
ノマー成分として脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリレートを用いたアクリル系オリゴ
マーは、そのモノマー種を適切に選定することにより、極性基含有モノマー（例えばＮ含
有モノマー、典型的にはＮ含有環を有するモノマー）を構成モノマー成分とするアクリル
系重合成分と相溶する傾向が高まるという利点がある。
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【００６７】
　アクリル系オリゴマーが、鎖状アルキル（メタ）アクリレートと脂環式炭化水素基含有
（メタ）アクリレートとを含むモノマー混合物の共重合物である場合、鎖状アルキル（メ
タ）アクリレートと脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリレートとの比率は、特に限定さ
れない。好ましい一態様では、アクリル系オリゴマーの構成モノマー成分における鎖状ア
ルキル（メタ）アクリレートの重量割合（ＷＡ）と脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリ
レートの重量割合（ＷＢ）との重量比率（ＷＡ：ＷＢ）は、１：９～９：１であり、好ま
しくは２：８～７：３（例えば３：７～６：４、典型的には３：７～５：５）である。
【００６８】
　特に限定するものではないが、アクリル系オリゴマーの構成モノマー成分の組成（すな
わち重合組成）は、該アクリル系オリゴマーのＴｇが１０℃以上３００℃以下となるよう
に設定され得る。ここで、アクリル系オリゴマーのＴｇとは、該アクリル系オリゴマーの
構成モノマー成分の組成に基づいて、上記アクリル系重合成分の構成モノマー組成に基づ
くＴｇと同様にして求められる値をいう。アクリル系オリゴマーのＴｇは、初期接着性の
観点から、１８０℃以下（例えば１６０℃以下）であることが好ましい。また上記Ｔｇは
、粘着剤の凝集性の観点から、６０℃以上（例えば１００℃以上、典型的には１２０℃以
上）であることが好ましい。
【００６９】
　アクリル系オリゴマーのＭｗは、特に限定されないが、典型的には０．１×１０４～３
×１０４程度である。粘着特性（例えば粘着力や耐反撥性）を向上する観点から、アクリ
ル系オリゴマーのＭｗは、１．５×１０４以下が好ましく、１×１０４以下がより好まし
く、０．８×１０４以下（例えば０．６×１０４以下）がさらに好ましい。また粘着剤の
凝集性等の観点から、上記Ｍｗは、０．２×１０４以上（例えば０．３×１０４以上）が
好ましい。
【００７０】
　アクリル系オリゴマーは、その構成モノマー成分を重合することにより形成され得る。
重合方法や重合態様は特に限定されず、従来公知の各種重合方法（例えば、溶液重合、エ
マルション重合、塊状重合、光重合、放射線重合等）を、適宜の態様で採用することがで
きる。必要に応じて使用し得る重合開始剤（例えば、ＡＩＢＮ等のアゾ系重合開始剤）の
種類や使用量についても概ね上述のとおりであるので、ここでは説明は繰り返さない。
【００７１】
　アクリル系オリゴマーの分子量を調整するために、重合に際して連鎖移動剤を用いるこ
とができる。使用し得る連鎖移動剤の例としては、メルカプト基を有する化合物、チオグ
リコール酸およびその誘導体等が挙げられる。メルカプト基を有する化合物の具体例には
、オクチルメルカプタン、ｎ－ドデシルメルカプタン、ｔ－ドデシルメルカプタン等が含
まれる。チオグリコール酸およびその誘導体の具体例には、チオグリコール酸の他、チオ
グリコール酸エチル、チオグリコール酸プロピル、チオグリコール酸ブチル、チオグリコ
ール酸ｔ－ブチル、チオグリコール酸２－エチルヘキシル、チオグリコール酸オクチル、
チオグリコール酸デシル、チオグリコール酸ドデシル、エチレングリコールのチオグリコ
ール酸エステル、ネオペンチルグリコールのチオグリコール酸エステル、ペンタエリスリ
トールのチオグリコール酸エステル等のチオグリコール酸エステルが挙げられる。なかで
も好ましい連鎖移動剤の例として、チオグリコール酸が挙げられる。
【００７２】
　連鎖移動剤の使用量は特に制限されず、目的とするアクリル系オリゴマーのＭｗ等に応
じて適宜調節することができる。通常は、アクリル系オリゴマーの構成モノマー成分１０
０重量部に対して、連鎖移動剤を０．１～２０重量部（好ましくは０．２～１５重量部、
さらに好ましくは０．３～１０重量部）程度用いることが好ましい。
【００７３】
　ここに開示される粘着剤組成物におけるアクリル系オリゴマーの含有量は、アクリル系
重合成分１００重量部に対して例えば０．５重量部以上とすることが適当である。アクリ
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ル系オリゴマーの効果をよりよく発揮させる観点からは、上記アクリル系オリゴマーの含
有量は、１重量部以上（例えば１．５重量部以上、典型的には２重量部以上）とすること
が好ましい。また、粘着剤組成物の硬化性やアクリル系重合成分との相溶性等の観点から
、上記アクリル系オリゴマーの含有量は、５０重量部未満（例えば１０重量部未満）とす
ることが適当であり、８重量部未満（例えば７重量部未満、典型的には５重量部以下）と
することが好ましい。このような少量添加でも、アクリル系オリゴマー使用による耐反撥
性改善効果は実現され得る。
【００７４】
　（粘着付与剤）
　ここに開示される粘着剤組成物は、粘着付与剤を含む組成であり得る。粘着付与剤とし
ては、特に制限されないが、例えば、ロジン系、テルペン系、炭化水素系、フェノール系
等の各種粘着付与樹脂を用いることができる。このような粘着付与剤は１種を単独でまた
は２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００７５】
　好ましい一態様では、粘着剤組成物は、粘着付与剤として炭化水素系粘着付与樹脂を含
む。炭化水素系粘着付与樹脂の例としては、炭素原子数４～５程度のオレフィン（１－ブ
テン、イソブチレン、１－ペンテン等）およびジエン（ブタジエン、１，３－ペンタジエ
ン、イソプレン等）等の脂肪族系炭化水素樹脂；炭素原子数８～１０程度のビニル基含有
芳香族系炭化水素（スチレン、ビニルトルエン、α－メチルスチレン、インデン、メチル
インデン等）の重合体等の芳香族系炭化水素樹脂；いわゆる「Ｃ４石油留分」や「Ｃ５石
油留分」を環化二量体化した後に重合した脂環式炭化水素系樹脂や、環状ジエン化合物（
シクロペンタジエン、ジシクロペンタジエン、エチリデンノルボルネン、ジペンテン等）
の重合体またはその水素添加物、芳香族系炭化水素樹脂または脂肪族・芳香族系石油樹脂
の芳香環を水素添加した脂環式炭化水素系樹脂等の脂肪族系環状炭化水素樹脂；脂肪族・
芳香族系石油樹脂（スチレン－オレフィン系共重合体等）；脂肪族・脂環族系石油樹脂；
水素添加炭化水素樹脂；クマロン系樹脂；クマロンインデン系樹脂；等が挙げられる。な
かでも、脂肪族系環状炭化水素樹脂の水素添加物が好ましい。この種の粘着付与樹脂は、
石油系樹脂に水素添加処理を行うことにより調製され得る。
【００７６】
　ここに開示される技術では、軟化点（軟化温度）が凡そ６０℃以上（好ましくは凡そ８
０℃以上、典型的には１００℃以上）である粘着付与樹脂を好ましく使用し得る。上記軟
化点を有する粘着付与樹脂によると、より高性能な（例えば接着性の高い）粘着シートが
実現され得る。粘着付与樹脂の軟化点の上限は特に制限されず、凡そ１８０℃以下（例え
ば凡そ１４０℃以下）とすることができる。なお、ここでいう粘着付与樹脂の軟化点は、
ＪＩＳ　Ｋ　５９０２：２００６およびＪＩＳ　Ｋ　２２０７：２００６のいずれかに規
定する軟化点試験方法（環球法）によって測定された値として定義される。
【００７７】
　粘着付与剤の使用量は特に制限されないが、粘着剤の粘着性（例えば粘着力、耐反撥性
）と凝集性とのバランスを考慮して、通常は、アクリル系重合成分１００重量部に対して
凡そ０．５～５０重量部（より好ましくは１～１０重量部、さらに好ましくは１～３重量
部）が適当である。粘着剤組成物に粘着付与剤を含有させる方法は特に限定されない。例
えば、アクリル系重合成分の重合物（例えば部分重合物）を得た後に粘着付与剤は添加さ
れ得る。なお、ここに開示される技術は、アクリル系オリゴマー以外の粘着付与成分（粘
着付与剤）を実質的に含有しない粘着剤を用いる態様で実施することができる。
【００７８】
　（その他の添加成分）
　溶剤型または水分散型の粘着剤組成物には、アクリル系重合成分、アクリル系オリゴマ
ーの他に、必要に応じて各種の架橋剤を含有させることができる。架橋剤としては、例え
ばエポキシ系架橋剤、イソシアネート系架橋剤、シリコーン系架橋剤、オキサゾリン系架
橋剤、アジリジン系架橋剤、シラン系架橋剤、アルキルエーテル化メラミン系架橋剤、金
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属キレート系架橋剤等の１種または２種以上を用いることができる。架橋剤は、所望の粘
着特性が得られるように当業者の技術常識に基づいて適当な量を使用すればよい。なお、
ここに開示される技術は、上記多官能モノマー以外の架橋成分（架橋剤）を実質的に含有
しない粘着剤組成物を用いる態様で実施することができる。
【００７９】
　ここに開示される粘着剤組成物は、その目的や適用箇所に応じて各種の着色剤（顔料、
染料等）を含んでもよい。例えば、粘着剤組成物を光重合法により硬化させて粘着剤層を
形成する場合には、該粘着剤層を着色させるために、光重合を疎外しない程度の顔料を着
色剤として使用することができる。粘着剤層の色彩として黒色が望まれる場合には、例え
ば着色剤としてカーボンブラックが好ましく用いられ得る。着色剤の使用量は、着色の度
合い等を考慮して、粘着剤層中において１０重量％以下（例えば０．００１～５重量％）
、好ましくは０．０１～３重量％の範囲から選択することが望ましい。
【００８０】
　ここに開示される粘着剤組成物は、粘着剤に含まれ得る従来公知の種々の充填剤を含有
してもよい。充填剤としては、各種の粒子状物質や繊維状物質を用いることができる。粒
子状物質の構成材料は、例えば、金属、金属酸化物、炭酸カルシウム等の炭化物、水酸化
アルミニウム等の水酸化物、窒化物等の無機材料；ポリマー等の有機材料；等であり得る
。あるいは、クレー等の天然原料粒子を用いてもよい。さらに、粘着剤組成物は、中空構
造の粒子状物質（例えば中空ガラスバルーン）や各種発泡剤（例えば熱膨張性微小球）を
含んでもよい。繊維状物質としては、各種合成繊維材料や天然繊維材料を使用することが
できる。これらは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。この
ような充填剤の添加量は特に限定されず、目的や当業者の技術常識に基づき、適当量を添
加すればよい。
【００８１】
　ここに開示される粘着剤組成物は、本発明の効果が著しく妨げられない範囲で、可塑剤
、軟化剤、酸化防止剤、レベリング剤、安定剤、防腐剤等の、アクリル系粘着剤に用いら
れ得る公知の添加剤や、各種任意ポリマー成分を必要に応じてさらに含有してもよい。
【００８２】
　ここに開示される粘着剤組成物の形態は特に限定されず、例えば上述のように、ＵＶや
放射線等の活性エネルギー線により硬化して粘着剤を形成するように調製された組成物（
活性エネルギー線硬化型粘着剤組成物）、有機溶媒中に粘着剤（粘着成分）を含む形態の
組成物（溶剤型粘着剤組成物）、粘着剤が水性溶媒に分散した形態の組成物（水分散型粘
着剤組成物）であってもよく、加熱溶融状態で塗工され、室温付近まで冷えると粘着剤を
形成するホットメルト型粘着剤組成物等の種々の形態の粘着剤組成物であり得る。
【００８３】
　＜粘着剤層＞
　ここに開示される粘着剤層は、アクリル系重合物を主成分として含む。ここで、アクリ
ル系重合物とは、アクリル系重合成分に由来する重合体（アクリル系ポリマー）だけでな
く、一般にオリゴマー（アクリル系オリゴマーを含む。）と称されることのある比較的低
重合度の重合物も包含する概念である。
【００８４】
　アクリル系重合物の構成モノマー成分としては、上記アクリル系重合成分やアクリル系
オリゴマーの構成モノマー成分として例示した各種モノマーが挙げられる。典型的には、
アクリル系重合物を構成するモノマー成分の主成分として、鎖状アルキル（メタ）アクリ
レートが用いられる。良好な粘着特性を実現する観点から、鎖状アルキル（メタ）アクリ
レートは、アクリル系重合物を構成する全モノマー成分のうち５０重量％以上（好ましく
は６０重量％以上、例えば７０重量％以上）の割合で含まれることが適当である。上記鎖
状アルキル（メタ）アクリレートとしては、上記アクリル系重合成分の構成モノマー成分
として例示したものを好ましく使用することができる。
【００８５】
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　粘着特性（特に、耐落下衝撃性と他の粘着特性との両立）の観点から、上記式（１）に
おいてＲ２がＣ４－１２（例えばＣ６－１０、典型的にはＣ６－８）である鎖状アルキル
（メタ）アクリレートを好ましく使用し得る。上記式（１）においてＲ２がＣ４－１２で
ある鎖状アルキル（メタ）アクリレートは、上記アクリル系重合物の構成モノマー成分と
して含まれる全鎖状アルキル（メタ）アクリレートのうち、５０重量％超（例えば７０重
量％以上、典型的には８０重量％以上）を占めることが好ましい。また、その上限は、上
記全鎖状アルキル（メタ）アクリレートにおいて１００重量％以下（例えば９５重量％以
下）であり得る。
【００８６】
　上記アクリル系重合物は、その構成モノマー成分として極性基含有モノマーを含む。極
性基含有モノマーが含まれることにより、粘着剤層の凝集力は向上する。ここに開示され
る技術は、上記極性基含有モノマーがＮ含有モノマーを含むことによって特徴づけられる
。
【００８７】
　Ｎ含有モノマーとしては、上記アクリル系重合成分の構成モノマー成分として例示した
Ｎ含有環を有するモノマー、アミノ基含有モノマー、アミド基含有モノマー等の１種また
は２種以上を好ましく使用することができる。なかでも、Ｎ含有環を有するモノマーとし
てはＮＶＰ、ＡＣＭＯが好ましく、アミノ基含有モノマーとしてはＮ，Ｎ－ジメチルアミ
ノメチル（メタ）アクリレートが好ましく、アミド基含有モノマーとしてはＤＥＡＡ、Ｈ
ＥＡＡが好ましい。
【００８８】
　極性基含有モノマーは、その他の極性基含有モノマーをさらに含み得る。その他の極性
基含有モノマーとしては、上記アクリル系重合成分の構成モノマー成分として例示したカ
ルボキシ基含有モノマー、水酸基含有モノマー等の１種または２種以上を使用することが
できる。
【００８９】
　ここに開示される技術は、アクリル系重合物を構成する全極性基含有モノマー成分に占
めるＮ含有モノマーの割合が４０重量％以上であることによって特徴づけられる。Ｎ含有
モノマーを上記の割合で用いることにより、耐落下衝撃性と耐反撥性とを高レベルで両立
する構成が実現される。また、極性基含有モノマーとしてＮ含有モノマーを使用すること
で、ポリカーボネート等の樹脂製の被着体への接着性が向上する。アクリル系重合物を構
成する全極性基含有モノマー成分に占めるＮ含有モノマーの割合は、凡そ５０重量％超（
例えば６０重量％以上、典型的には７０重量％以上）であることが好ましい。上記全極性
基含有モノマー成分に占めるＮ含有モノマーの割合の上限は特に限定されないが、例えば
１００重量％以下であってもよく、その他の極性基含有モノマーの効果を良好に発現させ
る観点から、凡そ９０重量％以下（例えば８０重量％以下）であってもよい。
【００９０】
　好ましい一態様では、上記極性基含有モノマーとして、Ｎ含有モノマー（例えばＮ含有
環を有するモノマー、典型的にはＮＶＰ）とカルボキシ基含有モノマー（例えばＡＡ）と
を併用する。これにより、粘着力の凝集性が安定して発現する傾向が高まる。Ｎ含有モノ
マーとカルボキシ基含有モノマーとを併用する場合には、Ｎ含有モノマーおよびカルボキ
シ基含有モノマーの合計含有量に対するＮ含有モノマーの含有量の割合は、凡そ５０重量
％以上（例えば７０重量％以上、典型的には８０重量％以上）とすることが好ましい。ま
た、上記割合は凡そ１００重量％未満（例えば９５重量％以下）とすることが好ましい。
これにより、酸／塩基がバランスされる傾向があり、極性基含有モノマーの少量添加で凝
集性を効率的に改善し得る。
【００９１】
　上記Ｎ含有モノマーの含有率に対応して、アクリル系重合物を構成する全極性基含有モ
ノマー成分に占めるその他の極性基含有モノマーの割合は６０重量％以下であり、５０重
量％未満（例えば４０重量％以下、典型的には３０重量％以下）とすることが適当であり
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、さらには凡そ１０重量％以下であってもよい。
【００９２】
　上述のその他の極性基含有モノマーとして、カルボキシ基含有モノマーを含むことが好
ましい。なかでも、ＡＡ、ＭＡＡが好ましく、ＡＡがより好ましい。耐落下衝撃性の観点
からは、アクリル系重合物を構成する全極性基含有モノマー成分に占めるカルボキシ基含
有モノマーの割合は、好ましくは１５重量％以下であり、より好ましくは１２重量％以下
であり、さらに好ましくは１０重量％以下である。耐反撥性向上の観点からは、上記全極
性基含有モノマー成分に占めるカルボキシ基含有モノマーの割合は、凡そ１重量％以上（
例えば３重量％以上、典型的には６重量％以上）とすることが好ましい。
【００９３】
　アクリル系重合物に、その他の極性基含有モノマーとしてカルボキシ基含有モノマー（
例えばＡＡ）が共重合されている場合には、アクリル系重合物を構成する全モノマー成分
に占めるカルボキシ基含有モノマーの割合は、耐落下衝撃性改善の観点から、５重量％以
下とすることが適当であり、好ましくは５重量％未満（例えば４重量％未満、典型的には
３重量％未満）であり、より好ましくは２．５重量％以下（典型的には２重量％以下）で
ある。また耐反撥性向上の観点から、上記カルボキシ基含有モノマーの割合は、０．５重
量％以上（例えば１重量％以上、典型的には１．５重量％以上）であることが好ましい。
【００９４】
　また、その他の極性基含有モノマーとして、水酸基含有モノマーを含むことが好ましい
。なかでも、ＨＥＡ、４ＨＢＡが好ましい。粘着剤の凝集性等の観点から、アクリル系重
合物を構成する全極性基含有モノマー成分に占める水酸基含有モノマーの割合は、凡そ１
～４０重量％（例えば３～３０重量％、典型的には５～２０重量％）とすることが適当で
ある。
【００９５】
　上記極性基含有モノマーは、その効果を充分に発現して粘着特性に寄与するため、アク
リル系重合物を構成する全モノマー成分のうち１５重量％以上の割合で含まれる。アクリ
ル系重合物を構成する全モノマー成分に占める極性基含有モノマーの総量は、凡そ１８重
量％以上（例えば２０重量％以上、典型的には２２重量％以上）であることが好ましく、
凡そ４０重量％以下（例えば３０重量％以下、典型的には２５重量％以下）であることが
好ましい。
【００９６】
　アクリル系重合物は、その構成モノマー成分として、Ｔｇの調整や凝集力の向上等の目
的で、上記鎖状アクリル（メタ）アクリレート、極性基含有モノマーとは異なるその他の
共重合性モノマーを含んでもよい。そのようなその他の共重合性モノマーとしては、上記
アクリル系重合成分の構成モノマー成分として例示した脂環式炭化水素基含有（メタ）ア
クリレート、カルボン酸ビニルエステル、芳香族ビニル化合物、芳香族性環含有（メタ）
アクリレート等の１種または２種以上を使用することができる。ここに開示されるアクリ
ル系重合物の構成モノマー成分が、その他の共重合性モノマー（例えば脂環式炭化水素基
含有（メタ）アクリレート）を含む場合には、その含有量は、アクリル系重合物を構成す
る全モノマー成分のうち２０重量％以下（例えば１０重量％以下、典型的には５重量％以
下）とすることが適当である。また上記含有量は、その他の共重合性モノマーとして例え
ば脂環式炭化水素基含有（メタ）アクリレートを用いる場合には、０．５重量％以上（例
えば１重量％以上、典型的には２重量％以上）であり得る。
【００９７】
　また、上記その他の共重合性モノマーとして、架橋等を目的として多官能モノマーを必
要に応じて含んでもよい。そのような多官能モノマーとしては、上記アクリル系重合成分
の構成モノマー成分として例示した、１分子中に２以上（典型的には３以上）の重合性官
能基（典型的には（メタ）アクリロイル基）を有するモノマーの１種または２種以上を用
いることができる。ここに開示されるアクリル系重合物の構成モノマー成分が多官能モノ
マーを含む場合には、その含有量は、アクリル系重合物を構成する全モノマー成分のうち
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０．０１～１重量％（例えば０．０２～１重量％、典型的には０．０５～０．５重量％）
とすることが好ましい。
【００９８】
　ここに開示される粘着剤層は、アクリル系重合成分の完全重合物であるアクリル系ポリ
マーを含む。アクリル系ポリマーのモノマー組成（モノマー種、使用比率等）は、アクリ
ル系重合成分のモノマー組成に関する説明と同じであるので、ここでは説明は繰り返さな
い。アクリル系ポリマーのＭｗは、２０×１０４以上であることが好ましく、より好まし
くは３０×１０４以上であり、例えば４０×１０４以上であり得る。上記Ｍｗの上限は特
に限定されないが、粘着剤組成物の調製容易性や塗工性等の観点から、通常は、Ｍｗは２
００×１０４以下であることが好ましく、１５０×１０４以下であることがより好ましい
。
【００９９】
　ここに開示される粘着剤層は、上述の粘着剤組成物と同様、アクリル系オリゴマーを含
む。アクリル系オリゴマーに関する事項（モノマー組成等）については、粘着剤組成物に
おいて説明した内容と同じであるので、ここでは説明は繰り返さない。
【０１００】
　また、ここに開示される粘着剤層は、上述の粘着剤組成物に含まれる添加成分として例
示した各種の添加成分（粘着付与剤、着色剤等）を、必要に応じて含み得る。その詳細（
化合物名、配合割合等）については、粘着剤組成物において説明した内容と基本的に同じ
であるので、ここでは説明は繰り返さない。
【０１０１】
　ここに開示される技術における粘着剤は、上述のような組成の全構成モノマー成分を、
重合物（例えばアクリル系ポリマーやアクリル系オリゴマー）、未重合物（すなわち、重
合性官能基が未反応である形態）、あるいはこれらの混合物の形態で含有する粘着剤組成
物を用いて形成され得る。ここに開示される粘着剤組成物が部分重合物を含む場合、上記
粘着剤組成物は、該組成物中に含まれる未反応のモノマー（例えば追加モノマーを含み得
る。）を適切な手段で重合することにより硬化する。この態様において、粘着剤組成物を
硬化して粘着剤（粘着剤層）を形成するための重合方法は特に制限されず、上記モノマー
成分を部分的に重合する際に用いた重合方法と同じ方法、あるいは異なる方法を適宜採用
することができる。
【０１０２】
　ここに開示される粘着剤層は、従来公知の方法によって形成することができる。例えば
、剥離性を有する表面（剥離面）に粘着剤組成物を付与（典型的には塗付）して硬化（硬
化反応や乾燥等）させることにより粘着剤層を形成する方法を好ましく採用することがで
きる。あるいは、基材に粘着剤組成物を直接付与（典型的には塗付）して硬化させること
により粘着剤層を形成する方法（直接法）や、剥離面に粘着剤組成物を付与して硬化させ
ることにより該表面上に粘着剤層を形成し、その粘着剤層を基材に転写する方法（転写法
）を採用してもよい。上記剥離面としては、剥離ライナーの表面や、剥離処理された基材
背面等を利用し得る。上記塗付は、グラビアロールコーター、リバースロールコーター等
の公知または慣用のコーターを用いて行えばよい。なお、ここに開示される粘着剤層は典
型的には連続的に形成されるが、かかる形態に限定されるものではなく、例えば点状、ス
トライプ状等の規則的あるいはランダムなパターンに形成された粘着剤層であってもよい
。
【０１０３】
　好ましい一態様において、粘着剤組成物から粘着剤を形成する際の重合（典型的には光
重合）は、ＵＶ照射により行うことができる。ＵＶ照射に用いられるＵＶランプとしては
、波長３００～４００ｎｍ領域にスペクトル分布をもつものが好適に用いられる。例えば
、ケミカルランプ、ブラックライト（例えば、東芝ライテック社製のブラックライト）、
メタルハライドランプ等を光源として用いることができる。特に、波長３００～４００ｎ
ｍにおける照度が１～５０ｍＷ／ｃｍ２となるようにＵＶを照射することが好ましい。Ｕ
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Ｖの照度を５０ｍＷ／ｃｍ２以下（典型的には４０ｍＷ／ｃｍ２以下、例えば３０ｍＷ／
ｃｍ２以下）とすることは、より良好な粘着特性を得る観点から有利である。ＵＶの照度
を１ｍＷ／ｃｍ２以上（より好ましくは２ｍＷ／ｃｍ２以上、例えば３ｍＷ／ｃｍ２以上
）とすることは、生産性の観点から有利である。上記ＵＶの照度は、ピーク感度波長約３
５０ｎｍの工業用ＵＶチェッカー（トプコン社製、商品名「ＵＶＲ－Ｔ１」、受光部型式
ＵＤ－Ｔ３６）を用いて測定することができる。なお、粘着剤層の形成をＵＶ照射を利用
して行う場合には、雰囲気中の酸素による反応阻害を抑制する観点から、粘着剤層の両面
が剥離ライナーや基材に覆われた状態で硬化反応を行うことが好ましい。
【０１０４】
　ここに開示される粘着剤層のゲル分率は、凡そ１０重量％以上であることが適当である
。凝集性の観点から、上記ゲル分率は３０重量％以上（例えば５０重量％以上、典型的に
は６０重量％以上）が好ましい。また粘着性の観点から、上記ゲル分率は９０重量％以下
（例えば８５重量％以下、典型的には８０重量％以下）が適当である。上記ゲル分率は、
モノマー組成、構成モノマー成分の重合転化率、重合物のＭｗ、粘着剤層の形成条件（粘
着剤組成物の硬化条件、例えば光照射条件や乾燥条件）等により調整することができる。
【０１０５】
　上記ゲル分率は、以下の方法により測定することができる。すなわち、測定サンプル約
０．１ｇを、平均孔径０．２μｍのテトラフルオロエチレン樹脂製多孔質シートで巾着状
に包み、口を凧糸で縛る。テトラフルオロエチレン樹脂製多孔質シートと凧糸の合計重量
Ｗａ（ｍｇ）は予め計測しておく。そして、包みの重量（粘着剤と包みの合計重量）Ｗｂ
（ｍｇ）を計測する。この包みを容量５０ｍＬのスクリュー管に入れ（１個の包みにつき
スクリュー管１本を使用する。）、このスクリュー管に酢酸エチルを満たす。これを室温
（典型的には２３℃）で７日間静置した後、上記包みを取り出して１２０℃で２時間乾燥
させ、乾燥後における包みの重量Ｗｃ（ｍｇ）を計測する。該粘着剤のゲル分率（％）は
、上記Ｗａ，ＷｂおよびＷｃを以下の式：
　ゲル分率［％］＝（Ｗｃ－Ｗａ）／（Ｗｂ－Ｗａ）×１００；
に代入することにより求められる。上記テトラフルオロエチレン樹脂製多孔質シートとし
ては、日東電工社製の商品名「ニトフロンＮＴＦ１１２２」（平均孔径０．２μｍ、気孔
率７５％、厚さ８５μｍ）またはその相当品を使用することができる。後述の実施例にお
けるゲル分率についても同様である。
【０１０６】
　ここに開示される粘着剤層の厚さは１０μｍ以上とすることが適当である。粘着特性（
特に耐落下衝撃性や耐反撥性）の観点から、上記厚さは６０μｍ以上（例えば９０μｍ以
上、典型的には１４０μｍ以上）とすることが好ましい。また上記厚さの上限は、凡そ５
ｍｍ以下とすることが適当である。凝集性等の観点から、上記厚さは１５００μｍ以下（
例えば６００μｍ以下、典型的には４００μｍ以下）とすることが好ましい。ここに開示
される粘着シートが基材の両面に粘着剤層を備える両面粘着シートの場合、各粘着剤層の
厚さは同じであってもよく、異なっていてもよい。また、粘着シートは、多層構造の粘着
剤層を備えるものであってもよい。その場合、複数の粘着剤層は、ここに開示される粘着
剤層と従来公知の粘着剤層との積層構造を有するものであってもよい。
【０１０７】
　＜基材＞
　ここに開示される粘着シートが基材付き粘着シートである場合には、粘着剤層を支持（
裏打ち）する基材として、各種のシート状基材を用いることができる。上記基材としては
、例えば、樹脂フィルム、紙、布、ゴムシート、発泡体シート、金属箔、これらの複合体
等を用いることができる。上記基材（例えば樹脂フィルム基材やゴムシート基材、発泡体
シート基材等）の粘着剤層が配置される面（粘着剤層側表面）には、コロナ放電処理、プ
ラズマ処理、ＵＶ照射処理、酸処理、アルカリ処理、下塗り剤の塗付等の、公知または慣
用の表面処理が施されていてもよい。あるいはまた、ここに開示される粘着シートが基材
の片面に粘着剤層が設けられた片面接着性の粘着シートの場合、基材の粘着剤層非形成面
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（背面）には、剥離処理剤（背面処理剤）による剥離処理が施されていてもよい。
【０１０８】
　＜剥離ライナー＞
　剥離ライナーとしては、慣用の剥離紙等を使用することができ、特に限定されない。例
えば、樹脂フィルムや紙等のライナー基材の表面に剥離処理層を有する剥離ライナーや、
フッ素系ポリマー（ポリテトラフルオロエチレン等）やポリオレフィン系樹脂（ポリエチ
レン、ポリプロピレン等）の低接着性材料からなる剥離ライナー等を用いることができる
。上記剥離処理層は、例えば、シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素系、硫化モリブデ
ン等の剥離処理剤により上記ライナー基材を表面処理して形成されたものであり得る。
【０１０９】
　＜粘着シートの特性＞
　好ましい一態様によると、６０回落下を行う耐落下衝撃性評価において、２５回（好ま
しくは４０回、より好ましくは５０回）落下させるまで剥がれ等の接合不具合が認められ
ないレベルの耐落下衝撃性を示す粘着シート（典型的には両面粘着シート）が実現され得
る。この特性を満たす粘着シートは、落下等の衝撃に耐えて接合を維持する性能（すなわ
ち耐落下衝撃性）に優れるので、例えば携帯型電子機器等のように使用時に落とすことが
想定される用途において部品の接合等に用いられる粘着シートとして好適である。特に好
ましい一態様に係る粘着シートによると、上記耐落下衝撃性評価において６０回落下させ
ても接合不具合が認められないレベルの耐落下衝撃性が実現される。耐落下衝撃性評価は
後述の実施例に記載の方法で行われる。
【０１１０】
　好ましい一態様によると、耐反撥性試験において、試験片の浮きが１５ｍｍ以下（好ま
しくは１０ｍｍ以下、より好ましくは５ｍｍ以下）を満たすレベルの耐反撥性を示す粘着
シートが実現される。上記特性を示す粘着シートは段差追従性にも優れたものとなり得る
。特に好ましい一態様に係る粘着シートによると、上記耐反撥性試験における試験片の浮
きが実質的に認められないレベルの耐反撥性が実現される。耐反撥性試験は、具体的には
後述の実施例に記載の方法で行われる。
【０１１１】
　ここに開示される粘着シートは、１２Ｎ／２０ｍｍ以上の１８０度剥離強度（対ポリカ
ーボネート（ＰＣ）粘着力）を示すことが好ましい。上記特性を示す粘着シートは、被着
体（特に、ＰＣ等の樹脂製被着体）を強固に接着することが可能であり、接合や固定等に
好ましく利用され得る。例えば、携帯型電子機器に用いられる両面粘着シートのように接
着領域が小面積化する傾向にある用途において、高い接着信頼性を維持することができる
。上記対ＰＣ粘着力は、１５Ｎ／２０ｍｍ以上（例えば１８Ｎ／２０ｍｍ以上、典型的に
は２２Ｎ／２０ｍｍ以上）であることがより好ましい。対ＰＣ粘着力は、後述の実施例に
記載の方法で測定される。
【０１１２】
　ここに開示される粘着シートは、所望の光学特性（透過率、反射率等）を有するもので
あり得る。例えば、遮光用途に用いられる粘着シートは、全光線透過率が０％以上２０％
以下（より好ましくは０％以上１０％以下）であることが好ましい。全光線透過率は後述
の実施例に記載の方法で測定される。粘着シートの光学特性は、例えば、粘着剤層または
基材を着色すること等により調整することができる。
【０１１３】
　ここに開示される粘着シート（粘着剤層と基材とを含み得るが、剥離ライナーは含まな
い。）の総厚は特に限定されず、凡そ１０μｍ～５ｍｍの範囲とすることが適当である。
粘着シートの総厚は、耐落下衝撃性等の粘着特性等を考慮して６０～１５００μｍ（例え
ば９０～８００μｍ、典型的には１４０～５００μｍ）程度とすることが好ましい。粘着
シートの総厚を所定値以下とした場合には、粘着シートを適用した製品の薄膜化、小型化
、軽量化、省資源化等の点で有利になり得る。
【０１１４】
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　＜用途＞
　ここに開示される粘着シートは、耐落下衝撃性と耐反撥性とが高いレベルで両立されて
いる。また好適な一態様では、粘着力に優れる。このため、落下等による衝撃を受けやす
い携帯機器において、接合、固定、衝撃吸収等の目的で用いられる粘着シート（典型的に
は両面粘着シート）として好適なものとなり得る。また、上記の特長を生かして、電子機
器用途、例えば、携帯型電子機器（例えば、携帯電話、スマートフォン、タブレット型パ
ソコン、ノートパソコン、カメラ等）の表示部を保護する保護パネル（レンズ）固定用、
携帯電話のキーモジュール部材固定用、テレビのデコレーションパネル固定用、パソコン
のバッテリーパック固定用、デジタルビデオカメラのレンズ防水等の用途に好ましく適用
され得る。特に好ましい用途として、携帯型電子機器用途が挙げられる。特に、液晶表示
装置を内蔵する携帯型電子機器に好ましく使用され得る。例えば、このような携帯型電子
機器において、表示部を保護する保護パネル（レンズ）と筐体とを接合する用途等に好適
である。なお、本明細書において「携帯」とは、単に携帯することが可能であるだけでは
充分ではなく、個人（標準的な成人）が相対的に容易に持ち運び可能なレベルの携帯性を
有することを意味するものとする。また、本明細書における「レンズ」は、光の屈折作用
を示す透明体および光の屈折作用のない透明体の両方を含む概念である。つまり、本明細
書における「レンズ」には、屈折作用がない、単なる携帯型電子機器の表示部を保護する
保護パネルも含まれる。
【０１１５】
　ここに開示される粘着シートの被着対象は特に限定されない。上記粘着シートは、例え
ば、ステンレス鋼（ＳＵＳ）、アルミニウム等の金属材料；ガラス、セラミックス等の無
機材料；ＰＣ、ポリメチルメタクリレート、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタレー
ト（ＰＥＴ）等の樹脂材料；天然ゴム、ブチルゴム等のゴム材料；およびこれらの複合素
材等からなる表面を有する被着体に貼り付けられて用いられ得る。
【０１１６】
　以下、本発明に関するいくつかの実施例を説明するが、本発明をかかる実施例に示すも
のに限定することを意図したものではない。なお、以下の説明において「部」および「％
」は、特に断りがない限り重量基準である。また、各評価項目は、それぞれ次のようにし
て測定または評価した。
【０１１７】
　［評価方法］
（１）耐落下衝撃性
　両面粘着シートを、図３に示すような横５３ｍｍ、縦１１６ｍｍ、幅１ｍｍの窓枠状（
額縁状）にカットして、窓枠状両面粘着シートを得た。この窓枠状両面粘着シートを用い
て、ＰＣ板（横７０ｍｍ、縦：１３０ｍｍ、厚み２ｍｍ）とガラス板（横５３ｍｍ、縦１
１６ｍｍ、厚み１ｍｍ、重量１８ｇ）とを、５ｋｇのローラを１往復させる条件で圧着す
ることにより貼り合わせて、評価用サンプルを得た（図３（ａ）（ｂ）参照）。
　図３は、上記評価用サンプルの概略図であって、（ａ）は上面図、（ｂ）はそのＢ－Ｂ
’線断面図である。図３において、符号５０は窓枠状の両面粘着シート、符号５１はＰＣ
板、符号５２はガラス板を示している。
　これらの評価用サンプルのＰＣ板の背面（ガラス板と貼り合わされた面とは反対側の面
）に、１１０ｇの錘を取り付けた。上記錘付きの評価用サンプルにつき、常温（２３℃程
度）にて、１．２ｍの高さからコンクリート板に６０回自由落下させる落下試験を行った
。このとき、上記評価用サンプルの６面が順次下方となるように、落下の向きを調節した
。すなわち、６面につきそれぞれ１回の落下パターンを１０サイクル行った。
　そして、１回落下させる毎に、ＰＣ板とガラス板との間に剥がれが生じたか否かを目視
で確認し、剥がれが生じるまでの落下回数を耐落下衝撃性として評価した。６０回落下さ
せた後にも剥がれが認められなかった場合には「６０回以上」と表示した。
【０１１８】
（２）耐反撥性
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　各両面粘着シートを幅２０ｍｍ、長さ１８０ｍｍのサイズにカットし、第１の剥離ライ
ナーを剥がして露出した第１粘着面に同じサイズにカットした厚さ０．５ｍｍのアルミニ
ウム板を貼り付けて裏打ちして試験片を作製した。この試験片を、２３℃、ＲＨ５０％の
環境下、ラミネータを用いて、３０ｍｍ×２００ｍｍサイズにカットした厚さ２ｍｍのＰ
Ｃ板に圧着した後、同環境下で２４時間保持した。次いで、図４に示されるように、試験
片の貼り付けられたＰＣ板を弦長１９０ｍｍの円弧状に反らせた。これを、７０℃の雰囲
気下で７２時間保持し、上記試験片の端部がＰＣ板表面から浮きあがった距離ｈ（ｍｍ）
を測定した（図５）。なお、図４～５中、符号１００、２００、３００は、第１および第
２の剥離ライナーを除いた両面粘着シート、アルミニウム板、ＰＣ板をそれぞれ示す。
【０１１９】
（３）対ポリカーボネート粘着力
　両面粘着シートの一方の粘着面を覆う剥離ライナーを剥がし、該一方の粘着面に厚さ５
０μｍのＰＥＴフィルムを貼り合わせた。これを幅２０ｍｍ、長さ１００ｍｍのサイズに
カットして測定サンプルを作製した。
　２３℃、５０％ＲＨの環境下にて、上記測定サンプルの他方の粘着面を露出させ、該他
方の粘着面をＰＣ板の表面に、２ｋｇのローラを１往復させて圧着した。これを同環境下
に３０分間放置した後、万能引張圧縮試験機（製品名「ＴＧ－１ｋＮ」、ミネベア社製）
を使用して、ＪＩＳ　Ｚ　０２３７に準じて、引張速度３００ｍｍ／分、剥離角度１８０
度の条件で、剥離強度［Ｎ／２０ｍｍ幅］を測定した。
【０１２０】
（４）光透過性
　剥離ライナーを剥がした後の両面粘着シートの全光線透過率を、ＪＩＳ　Ｋ　７３６１
に準拠してヘイズメーター（村上色彩技術研究所製、商品名「ＨＭ－１５０」）を用いて
測定した。全光線透過率が２０％以下であった場合、「無」と評価し、全光線透過率が２
０％を超えた場合、「有」と評価した。
【０１２１】
　＜例１＞
　［粘着剤組成物の調製］
　２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）７８部、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン（
ＮＶＰ）１８部および２－ヒドロキシエチルアクリレート（ＨＥＡ）４部からなるモノマ
ー混合物を、光重合開始剤としての２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１
－オン（ＢＡＳＦ社製、商品名「イルガキュア６５１」）０．０５部および１－ヒドロキ
シシクロヘキシル－フェニル－ケトン（ＢＡＳＦ社製、商品名「イルガキュア１８４」）
０．０５部とともに四つ口フラスコに投入し、窒素雰囲気下、ＵＶを照射して部分的に光
重合させることにより、部分重合物を含むシロップＡを得た。このシロップＡにおける上
記モノマー混合物の重合転化率は約１０％であった。
　このシロップＡ１００部に、追加モノマーとしてのアクリル酸（ＡＡ）２部と、１，６
－ヘキサンジオールジアクリレート（ＨＤＤＡ）０．１２部と、アクリル系オリゴマー３
部と、黒色系着色剤（大日精化工業社製、商品名「ＡＴ　ＤＮ１０１ブラック」）０．８
部とを添加して混合することにより、本例に係る粘着剤組成物を調製した。
　アクリル系オリゴマーとしては、下記の方法で調製したものを使用した。ジシクロペン
タニルメタクリレート（ＤＣＰＭＡ：日立化成工業社製、商品名「ＦＡ－５１３Ｍ」）６
０部およびメチルメタクリレート（ＭＭＡ）４０部に、連鎖移動剤としてのチオグリコー
ル酸３部と、溶剤としてのトルエンとを配合し、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を除去し
た。次いで、この混合物を７０℃に昇温し、７０℃で１時間攪拌した後、重合開始剤とし
てのアゾビスイソブチロニトリル０．２部を加えた。これを７０℃で２時間、次いで８０
℃で２時間の条件で反応させた。その後、１３０℃の状態で減圧し、１時間攪拌して残留
モノマーを除去して、Ｍｗが凡そ０．５５×１０４でＴｇが凡そ１４４℃のアクリル系オ
リゴマーを得た。
【０１２２】
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　［粘着シートの作製］
　一方の面がシリコーン系剥離処理剤で処理された剥離面となっている厚さ３８μｍのＰ
ＥＴフィルムを２枚用意した。そのうち１枚目のＰＥＴフィルムの剥離面上に上記粘着剤
組成物を塗付した。その塗付された粘着剤組成物の上に２枚目のＰＥＴフィルムの剥離面
を被せ、これにＵＶを照射することにより、上記粘着剤組成物を硬化させて厚さ２３０μ
ｍの粘着剤層を形成した。ＵＶの照射は、ブラックライト（１５Ｗ／ｃｍ）を用いて、光
照度５ｍＷ／ｃｍ２（ピーク感度波長約３５０ｎｍの工業用ＵＶチェッカー（トプコン社
製、商品名「ＵＶＲ－Ｔ１」、受光部型式ＵＤ－Ｔ３６）により測定）、光量１５００ｍ
Ｊ／ｃｍ２の条件で行った。このようにして、粘着剤層からなる両面粘着シートを得た。
この粘着シートの第１粘着面および第２粘着面は、上記２枚のＰＥＴフィルム（剥離ライ
ナー）によりそれぞれ保護されている。なお、この例に係る粘着剤層のゲル分率は、約７
０重量％であった。
【０１２３】
　＜例２～６＞
　追加モノマーの使用量、アクリル系オリゴマーの使用量、その他の添加剤（粘着付与剤
、黒色系着色剤）の使用の有無や使用量を、表１に示す内容に変更した他は例１と同様に
して、各例に係る粘着剤組成物を調製した。当該粘着剤組成物を用いて、例１と同様にし
て、表１に示す厚さの粘着剤層からなる例２～６に係る両面粘着シートを作製した。
【０１２４】
　＜例７＞
　２ＥＨＡ８０部、２－メトキシエチルアクリレート（２ＭＥＡ）１１．５部、ＮＶＰ７
部およびＮ－（２－ヒドロキシエチル）アクリルアミド（ＨＥＡＡ）１．５部からなるモ
ノマー混合物を、光重合開始剤としての２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン
－１－オン（ＢＡＳＦ社製、商品名「イルガキュア６５１」）０．０５部および１－ヒド
ロキシシクロヘキシル－フェニル－ケトン（ＢＡＳＦ社製、商品名「イルガキュア１８４
」）０．０５部とともに四つ口フラスコに投入し、窒素雰囲気下、ＵＶを照射して部分的
に光重合させることにより、部分重合物を含むシロップＢを得た。このシロップＢにおけ
る上記モノマー混合物の重合転化率は約１０％であった。
　このシロップＢ１００部に、追加モノマーとしてのＡＡ３部と、ＨＤＤＡ０．１２部と
、アクリル系オリゴマー５部とを添加して混合することにより、本例に係る粘着剤組成物
を調製した。アクリル系オリゴマーとしては例１で用いたものと同種のものを用いた。こ
の粘着剤組成物を用いた他は例１と同様にして本例に係る両面粘着シートを作製した。
【０１２５】
　例１～７に係る粘着シートにおける上記の測定評価の結果を表１に示す。この表１には
、各例に係る粘着シートの概略構成も示す。なお、表中「－」は不添加を示す。
【０１２６】
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【表１】

【０１２７】
　表１に示されるように、極性基含有モノマー単位としてＮ含有モノマー単位を所定以上
の割合で含むアクリル系重合物を使用し、かつ該アクリル系重合物の一成分としてアクリ
ル系オリゴマーを使用した例１～例４の粘着シートは、耐反撥性を高いレベルに維持しつ
つ耐落下衝撃性を改善することができた。これに対して、例５、例６では、耐落下衝撃性
と耐反撥性との両立を実現することができなかった。その一因として、これらの例では、
アクリル系オリゴマーを使用しなかったため、耐落下衝撃性、耐反撥性に寄与する粘着特
性が得られなかったことが考えられる。また、Ｎ含有モノマーの使用量が少なかった例７
では、耐反撥性が低下する傾向が認められた。このことは、耐反撥性を高いレベルに維持
するためには、所定量以上のＮ含有モノマーが必要であることを示唆している。
【０１２８】
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、特許請求の範囲を
限定するものではない。特許請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々
に変形、変更したものが含まれる。
【符号の説明】
【０１２９】
　１，２　　粘着シート
２１　　　　粘着剤層
３１，３２　剥離ライナー



(26) JP 6513347 B2 2019.5.15

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】



(27) JP 6513347 B2 2019.5.15

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２０１４－０３４６５５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－０５１６４４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－０１２８０８（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０９Ｊ　１／００－２０１／１０　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

